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第３回 令和２年７月豪雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会 

令和３年３月１８日 

 

 

【浦山室長】  それでは、定刻となりましたので、ただいまより第３回令和２年７月豪

雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関する検討会を開催いたします。 

 本日の司会を務めさせていただきます国土交通省河川環境課水防企画室の浦山でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日の検討会は、資料２、議事次第に従って進めてまいります。御確認をお願いいたし

ます。 

 それでは、初めに厚生労働省老健局高齢者支援課、齋藤課長より御挨拶を申し上げます。

齋藤課長、よろしくお願いします。 

【齋藤課長】  高齢者支援課長の齋藤でございます。 

 本日は、委員の皆様におかれましては、お忙しい中、お集まりいただきましてありがと

うございます。心より御礼申し上げます。千寿園での災害を契機として、検討を進めてま

いりました。これまで２回、御活発に御議論いただいたところでございますけれども、今

回最終回ということでございまして、避難の実効性を高める方策というものを取りまとめ

いただくというところで、また御議論いただくことになっております。 

 厚生労働省におきましても、これまでもタイミングを捉えて予算措置でありますとか、

あるいは報酬改定がございましたので、こういったタイミングを捉えて対策は打っている

というところではございますけれども、やはり省庁の垣根を越えて、施策の不足というの

はどういうものがあるのかということを体系的に見てみるという意味で、今回のこういう

検討会というのは非常に重要であると思っております。この検討会での取りまとめを踏ま

えまして、我々としても、より実効性の高い高齢者福祉施設における避難確保対策という

ことを、引き続き、国交省はじめとした関係省庁と連携をして施策を展開していきたいと

思っております。 

 それでは、本日も活発な御意見をどうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは以上でございます。 

【浦山室長】  ありがとうございました。 

 本日出席されています委員について御紹介いたします。本日は、委員８名の皆様、内閣
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府の防災担当、それから総務省の消防庁防災課から荒竹課長が御出席いただいております。

なお、阪本委員につきましては、御都合により欠席と伺っておりまして、事前に意見等を

いただいております。後ほど御紹介させていただきます。また、荒竹課長におかれまして

は、国会の関係で途中１１時半頃に御退席と伺っておりますので、御了承いただければと

思います。 

 それでは、議事に先立ちまして、鍵屋座長から御挨拶を頂戴したいと思います。よろし

くお願いします。 

【鍵屋座長】  座長を仰せつかっております鍵屋でございます。本日は、第３回、最後

の検討会の実施でございます。ここ数年、毎年多くの福祉施設が被災され、特に昨年度千

寿園というところで１４人の方が亡くなられてしまったことをきっかけに、この検討会が

立ち上がって、そして、厚生労働省さん、国土交通省さん、総務省さん、内閣府防災さん

も御参加されて、このような形で課題の解決に向けて、各省庁、横串を通しながら進めて

きたというところに非常に大きな価値があったかと思います。 

 私は、千寿園さんのお話を聞くたびに、真夜中に大量の雨が降ったという苛酷な事象の

中で５６人を助け、そして職員、地域住民の命を守り、頑張っていただいたけれども１４

人間に合わなかったという、この教訓を胸に刻みながら、避難のタイミング、避難の体制、

そして避難場所、避難誘導の方法、避難先での福祉サービスの継続といった総合的な問題

に取り組んで、委員の皆様と一緒に議論してまいりました。 

 その成果が今回まとまったということでございますので、最後まで磨き上げて、よい報

告書を作っていただきたい。同時に、今後の実効性の確保、今、齋藤課長さんがおっしゃ

いましたけれども、実効性の確保が重要であります。人材の育成であったり、専門性の確

保であったり、さらには備蓄品の予算であったりということが、この後説明がございます

けれども、何としてでも、この気象災害が多い現代において、誰一人取り残すことなく安

全な社会に向けて進んでいけますように、非常に重要な場となっております。各委員さん

の御協力をいま一度お願い申し上げて、御挨拶とさせていただきます。 

【浦山室長】  鍵屋座長、ありがとうございました。 

 これより議事に移りますので、カメラの撮影はここまでとさせていただきます。報道関

係者の皆様におかれましては、この場でそのまま傍聴いただくことが可能です。また、外

に出まして右手にＣ会議室がございます。そちらでの傍聴もオンラインで可能となってお

りますので、よろしくお願いします。 
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（報道関係者退室） 

 

 それでは議事に移りたいと思います。ここからの進行は、座長にお願いいたします。よ

ろしくお願いします。 

【座長】  それでは、早速、議長進めていきたいと思います。本日の進め方ですが、今

回が本検討会の最終回を予定しており、検討会の取りまとめを実施したいと考えておりま

す。つきましては、事務局から資料４、検討会の取りまとめ概要を説明した後に、引き続

き資料５、検討会の取りまとめ本文の説明をしていただき、その後、議事に入りたいと思

います。 

 では、事務局より資料４及び資料５の説明をお願いいたします。 

【事務局】  それでは、事務局から、説明させていただきます。 

 資料４から説明をさせていただきますが、まず、資料４の共有をさせていただきます。

それでは、よろしくお願いします。資料４は、とりまとめと本文案の概要ペーパーになり

ます。上の箱に高齢者福祉施設の避難に関する課題がありまして、下の箱に避難の実効性

を高める方策があり、２つの柱として、左側に避難確保計画の内容や訓練の内容に関する

事項、右側に利用者の避難支援のための体制や設備に関する事項についてまとめてありま

す。概要については資料５で説明させていただきますので、これはざっと見ていただく程

度でよろしいかと思います。 

 続きまして、資料５となります。今回の高齢者福祉施設における避難の実効性を高める

方策についてのとりまとめと本文案になります。前回の第２回の検討会でまとめていただ

きました骨子をベースに作ったものになります。 

 内容としては、目次で説明をさせていただきますが、まず、まえがきがありまして、２

項目に、今回の令和２年７月豪雨での球磨川流域の豪雨災害の概要ということで、今まで

の検討会で説明させていただいたことをまとめています。３番目として、高齢者福祉施設

の避難確保の現行の制度と球磨川における取組について、９ページから１４ページまでに

まとめています。４番目に、千寿園の避難確保計画と災害発生時の状況を１５ページから

１８ページにまとめています。５番目に、高齢者福祉施設の避難の課題、過去にありまし

た課題と、千寿園の避難に関する課題、他に、全国の高齢者福祉施設の避難体制の現状と

いうことで、第２回で速報版のアンケート結果を紹介しましたが、全国の特別養護老人ホ

ームに対して実施したアンケート結果の最終版のまとめを２２ページから２７ページまで
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にまとめています。６番目に、避難の実効性を高める方策について２８ページから３７ペ

ージにまとめていまして、７番目に取組にあたっての留意事項、最後、あとがきになりま

す。 

 今回、主に説明させていただきますのは、５番目の千寿園の課題のところから、今回明

らかになった課題についてのおさらいと、前回速報版でお伝えしました全国の特別養護老

人ホームのアンケートの結果について最終版のまとめができましたので、そちらについて

説明させていただいて、最後、課題と方策について説明をさせていただき、課題と方策の

部分について議論をしていただければと考えております。 

 アンケートの一問一答の集計については参考資料４についていますので、そちらも御覧

になっていただければと思います。 

 それでは、２１ページまで飛ばさせていただきます。千寿園の避難に関する主な課題で

す。避難確保計画の内容や訓練の内容に課題があったこと、利用者の避難の支援体制や設

備に課題があったことが確認されたところです。 

 次の２２ページへ行きまして、ここからが全国の高齢者福祉施設の避難体制の現状で、

アンケート結果になります。 

 まず、施設の立地条件に関する事項としましては、約４３％が水災害リスクのある場所

に存在することが分かりました。浸水深で見ると、約７５％は浸水深３メートル未満、９

４％は浸水深５メートル未満でした。２階以上であれば避難ができる施設、３メートルぐ

らいが大体１階が全部つかる目安になりますので、約７５％の施設は２階以上のところに

居れば浸水からは逃れることができ、約９４％の施設は５メートル未満ですので、約９４％

の施設は、５メートル未満の浸水深であれば３階以上のところに居れば浸水の被害からは

逃れることができるということが分かりました。 

 次に避難確保計画等の作成状況に関する事項で、避難確保計画を作成している施設は約

８割程度です。そのうち約６４％については、避難確保計画と非常災害対策計画を一体化

して作成していました。 

 次に避難先や避難訓練に関する事項です。約５２％の施設が、施設内の避難先を避難場

所に選定していました。約１６％が、想定される災害には対応できないことが分かりまし

た。約５８％の施設は、施設内の垂直避難先、２階以上の避難先に避難場所を選定してい

ました。利用者を施設外に移動させる訓練を実施していたのは約２２％です。約４１％の

施設については、避難先での利用者のケアが困難ということが分かりました。 
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 ５番目として、避難確保計画等の見直しや市区町村の関与に関する事項ですが、約９０％

の施設が、訓練を踏まえた計画の見直しが必要と認識しておりました。約９１％の施設に

ついては、市区町村の助言が計画の見直しの際に必要という認識でした。 

 利用者の避難支援のための体制に関する事項ですが、職員に計画を周知している施設は

約８１％でした。また、職員が参集することができないことについて、約８１％の施設が

想定していました。施設において防災リーダーを決めている施設は、約８５％でした。避

難のときの心配事については、利用者の移動と避難先でのケアについて心配しているとい

った意見が多くありました。 

 利用者の避難支援のための設備に関する事項です。エレベーターは、約９６％の施設で

設置済みでした。 

 ８番目の地域等との連携に関する事項については、施設の約４２％が地域協力者を確保

しており、そのうち地域協力者が訓練に参加しているのが約５４％でした。 

 ９番目の利用者の避難支援に関して困っていることや不安に感じていることについては、

先ほども出てきましたが、利用者の移動と避難先のケアのことについて、やはり多くの施

設で不安を抱いているということが分かりました。 

 ここまでがアンケートの結果です。次の２８ページからは、避難の実効性を高める方策

として、課題と背景と方策について、それぞれまとめているものになります。 

 資料４の概要ペーパーで言いますと、左側の緑の箱のところです。（１）番目の避難確保

計画の内容や訓練の内容に関する事項で、まず①番目として、洪水や土砂災害等の災害リ

スクに適切に対応した避難確保計画等の作成の徹底です。課題と背景を下にまとめてあり

ますが、方策としましては、計画の作成を徹底するために、市区町村から施設に対する助

言・勧告による支援が必要だといったことや、避難に要する時間を考慮した避難の開始の

タイミングを考える必要があるといったこと、地方公共団体が施設を定期的に検査すると

きや避難訓練を視察する際など、様々な機会を捉えた市区町村からの施設へのアドバイス

が必要だということや、施設の位置情報と災害リスク情報を重ね合わせて、施設の管理者

や職員が分かりやすく把握しやすくするような工夫が必要だということ、施設と市区町村

の、一方通行の連絡体制じゃなくて、施設からも市区町村に連絡するし、市町村からも施

設に連絡するような双方向の連絡体制が必要だといったことが挙げられます。 

 課題のところで、利用者のケア等の避難先での業務継続があるのですが、これについて

は、（２）の①で後述させていただきたいと思います。 
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 次に、②の訓練によって得られる教訓の避難確保計画等への反映です。 

 これについての方策については、様々な種類の訓練を段階的に分けたりして、できる訓

練から実際に工夫してやっていく。全てをフルパッケージでやるわけではなくて、個々の

訓練を別々にやって、実施する際の負担を軽減するだとか、実際に訓練を実施するという

だけではなくて、訓練を工夫しながらやっていくことが必要だといったことが考えられま

す。訓練した後には、職員の対応の積み重ねによって計画を改善していくこと、訓練をや

るだけではなくて、訓練結果を踏まえて、いろいろ職員同士で検討して訓練を改善してい

くことが必要だということです。訓練結果については市区町村と共有して、市区町村の助

言を得ながら、訓練を踏まえた計画を見直していく必要があるといったこと、個々の施設

の課題や災害経験の共有ということで、災害を経験した施設からその経験談を聞いたり、

実際にそういった情報を聞くことで、災害をリアルに感じることができるといったことが

考えられます。 

 ３番目は、職員や利用者の家族への避難確保計画等の周知です。これに対する方策につ

いては、まず、非常災害対策計画と避難確保計画、２つの計画を一体化して理解しやすい

ようにするとか、災害リスク情報や避難時間等を避難確保計画へ記載することによって、

どれくらい避難の時間がかかるのかという把握をすることが避難を開始する判断等に必要

だといったことや、利用者の家族への避難確保計画等の内容を周知ということで、利用者

の家族が避難を支援してくれることもありますし、地域住民等の支援してくれる人に対し

ても、そういった避難確保計画の内容を周知してもらう必要があるといったこと、時系列

的に避難行動計画をすること、つまりタイムラインを踏まえた避難確保計画を作成するこ

とで、どのタイミングで何をすればいいかが分かるので、理解が進むということが考えら

れます。 

 次に２番目に、利用者の避難支援のための体制や設備に関する事項になります。概要の

資料４のペーパーの右側の青色の箱のところになります。 

 １つ目が、施設内の垂直避難先やほかの施設と連携した立退き避難先の確保です。方策

としては、施設同士の避難の受入れ体制を構築することが必要だということや、施設内の

垂直避難場所の確保が必要だといったこと。垂直避難に際して必要な、有効な設備を設置

することが必要だといったこと。業務継続計画の作成、実際に施設が業務を継続するため

の計画を作成することを徹底させることが必要だといったことが考えられます。 

 次に行きまして②番で、地域や利用者の家族と連携した避難支援要員の確保です。方策
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としては、地域住民等と連携した避難支援体制の構築が必要だということや、平時から市

区町村として情報交換の場の確保が必要だといったこと。初動体制を確保するために地域

住民の協力を得るなど、地域との信頼関係を構築する必要があるといったことが挙げられ

ます。 

 次に、職員への防災知識の普及と職員の防災スキルの向上といったところです。これら

の方策としては、職員へ防災知識を普及させることが必要だということや、国や地方公共

団体が、職員が防災意識を得るための教材等を提供することが必要だといったことや、職

員の災害対応力の向上といったことが必要だということが挙げられます。 

 次の④番目の災害リスクの低い場所への高齢者福祉施設の誘導等です。これらの方策と

しては、災害リスクの低い場所への移転の検討や災害リスクのある場所に新たに設置され

る施設の安全を確保する必要があるということが挙げられるといったところです。 

 取組に当たっての留意事項が７番目に書いてあります。最後、あとがきという資料の構

成になっております。 

 資料４と５の説明につきましては、以上でございます。 

 １点、皆様のお手元に今回欠席されています○○委員からの意見につきまして、Ａ４の

一枚紙をお手元に配付しておりますので、そちらも御覧になっていただければと思います。

こちらを読み上げて紹介させていただきます。 

 まず、職員や利用者の家族等への避難確保計画等の周知について、避難確保計画と非常

災害対策計画の一体化とあるが、関係性を見えるようにしたほうが望ましい。次に、職員

や利用者の家族等への避難確保計画等の周知か地域や利用者の家族と連携した避難支援要

員の確保において、入所時に入所者の家族に避難確保計画もしくは非常災害対策計画の説

明をすることや、避難確保計画に地域や家族の協力者を記載したほうがいいという意見を

いただいております。最後に、災害リスクの低い場所への高齢者福祉施設の誘導等におい

て、災害リスクの低い地域への移転の検討を促すことも重要であるが、行政として支援す

る仕組みが必要であるといった意見をいただいております。 

【座長】  ありがとうございました。 

 それでは、各委員から御質問や御意見を頂戴いたします。進め方としては、資料５の検

討会の取りまとめ、本文の方策について、項目ごとに御質問や御意見をいただきたいと思

います。今ざっと紹介いただきましたけれども、項目ごとに御意見を伺いたいと思います。

まず２８ページ、洪水や土砂災害等の災害リスクに適切に対応した避難確保計画等の作成
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の徹底について、お願いいたします。 

 手を挙げていただけるか、チャットにコメントを入れるようお願いします。 

では、○○委員、お願いいたします。 

【委員】   

 まず一点目ですが、２８ページの「避難に要する時間等を考慮した避難開始のタイミン

グ」は、もちろん非常に重要なポイントだと思いますが、一方で３２ページに「職員や利

用者の家族等への避難確保計画等の周知」に、「タイムラインを踏まえた避難確保計画の作

成の推進」という項目があり、この２つの関係性をもう少し整理されたほうが分かりやす

いと思います。 

 もう一点は、後半に垂直避難や他施設への避難という項目があり、このことは非常に重

要なポイントだと思いますが、それらの内容は避難確保計画の一部として記載すべきこと

なのか、それとも避難確保計画においては立退き避難を原則としているため、避難確保計

画に記載するのではなくて、非常時にやむを得ず実施するものとして、この項目から外し

て後ろのほうに記載されているのか、という点について教えてくださればと思います 

【座長】  では、事務局、お願いいたします。 

【事務局】  貴重な御意見をいただきまして、ありがとうございます。 

 まず、２８ページに書いている避難開始のタイミングについてです。基本は、警戒レベ

ル３、避難準備高齢者等避難開始で避難を開始するというのが一般的でございますが、例

えば立退き避難先がかなり遠いとか、あるいは施設にたくさん入所されている方がいらっ

しゃる場合など、避難に多くの時間がかかる場合は、必ずしもこの発令を待つことなく、

それよりも早いタイミングで行動を開始するということがあります。そこはそれぞれの施

設によって違うため、そういったところを十分に考えた上で開始のタイミングを考えてお

く必要があるということをここに書いています。 

 次にタイムラインについてです。通常、タイムラインは、時系列に示した様式、フォー

マットがあります。現在の避難確保計画は、そのような書式を示していません。時系列で

の記載にはなっていない訳です。そのため、これまでの書式に加えて、時系列のタイムラ

イン様式を新しく用意して、避難確保計画の附属資料として付けてはどうかと考えていま

す。これにより、理解しやすくなるのではないかと考えています。計画そのものではなく、

参考資料的な扱いになるかもしれません。 

 もう一点ご質問がありました。もう一度ご説明をお願いできませんでしょうか。 
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【委員】  垂直避難について確認です。垂直避難は避難確保計画について記載すべきか、

それとも垂直避難はあくまでも非常時の対応なので、避難確保計画には記載する必要はな

いのか、どちらなのでしょうか。 

【事務局】  垂直避難先と立退き避難先を計画にきちんと書くかどうかということです

か。 

【委員】  その通りです。 

【事務局】  ご指摘のとおりです。避難確保計画には、避難先をきちんと定めるように

なっていますので、例えば第１避難先、第２避難先を定める。優先順位を書いてもよろし

いかと思いますので、そこはきちんと定めるということが大事だと思います。 

【委員】  わかりました。それでは、３３ページの記載については、避難確保計画自体

にも関係しているということでよろしいでしょうか。 

【事務局】  関係あります。 

【委員】  了解いたしました。 

【事務局】  ただ、３３ページは、ハードについて書いています。計画に定めるという

より避難場所を確保するという記述になっています。先生ご指摘のように、内容的にはす

べて、避難確保計画に関係するものではあります。 

【委員】  分かりました。今、ご説明いただいた内容を２８ページにも記載すると分か

りやすくなるように思います。水害や土砂災害の特性を考えるとそのような避難も考えら

れるならば、本項目の重要なポイントの一つと考えられます。 

 また、タイムラインの説明もよく分かりましたので、例えば避難確保計画の附属資料と

してタイムラインを記載するということであれば、直接的にとりまとめ本文に記載できな

いにしても、その趣旨が伝わるように記載を工夫するのが良いかと思いました。 

【事務局】  承知しました。ありがとうございます。 

【座長】  それでは、○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。手順としては、避難確保計画を作成するというのを

市町村に施設管理者が伝えて、市町村から専門家が来てくれて、助言・勧告するというこ

とになるでしょうか。 

【座長】  事務局、お願いいたします。 

【事務局】  一般的には、施設管理者が避難確保計画を作成したら、市町村に報告する

ことになっています。市町村に提出するということです。ここまでは現行の制度です。今
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度は、市町村がその内容を見て、助言・勧告、アドバイスをできるようにするということ

です。 

 さらに、施設が訓練を実施したら、訓練結果についても、市町村に共有し、市町村がこ

れについてアドバイスできるようにするということです。 

【委員】  １月に球磨川の千寿園の辺りも訪問させていただいて見た限りでは、洪水災

害、土砂災害、専門家じゃない方がしっかり判断するのはやはりなかなか難しいのかなと

いう印象もありましたので、管理者が情報を取りに行って教えてもらうというのも大事で

すけれども、もう少し積極的に地域に一番詳しい県の方とか市の方が教えるというような

ニュアンスも必要ではないかと思いました。 

【座長】  ありがとうございました。確かに過酷な場所に建っているというんですかね。

立地上、非常に危険だというところが、９４％は３階以上に避難すればいいということで

すから、じゃ、残りは６％をケアする必要がある。そこについては集中的に専門家が入っ

て、立退き避難しかないわけですから、立退き避難の方策を一緒に考えていくというのは、

今後の方策として有効な方策のように思えますので、対象施設を絞り込んでしっかりとや

っていくというのは、今の○○委員の意見を踏まえて、ぜひ御検討いただければと思いま

す。今後の施策の方向になるかもしれません。 

 ありがとうございました。 

 ほかにございますか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。まず、まとめていただいてありがとうございました。 

 １点確認させていただきたい点があります。２８ページの方策の１つ目と２つ目に、市

町村から施設に対する助言と、あと様々な機会を捉えた市区町村から施設へのアドバイス

と書いてあるんですけれども、この文章を読む限り、施設単体に対して助言とかアドバイ

スをしてくださるというふうに読めているんですけれども、そのような理解でまずよいで

すかというのを確認させてもらってもいいですか。 

【座長】  事務局、お願いいたします。 

【事務局】  そうです。個々の施設に対してアドバイスするということです。なお、後

半部分には、施設同士が集まって議論する場を確保することや、施設と市町村がコミュニ

ケーションを図る場の確保についても記載しています。 

【委員】  分かりました。ありがとうございます。 
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 後でちょっと○○委員などから具体的なイメージでもお話しいただきたいと思いますが、

計画を作成するという段階でも、やはり福祉の、施設の事業者団体あるいは地域の事業者

連絡団体みたいなところで勉強を重ねていかないと、少し難しいのかなと感じました。 

 そのときにちょっと気になっているのが、事業者団体というのは、やっぱり事業者別に

できているんですね。特養とかグループホームとかというふうになっているので、やっぱ

り規模の大きなところ、規模の小さいところ、利用者が比較的お元気な方、重度な方とい

うふうに分かれているという実態があります。 

 それに対して地域の連絡協議会だと、それらの施設施設がみんな合わさって協議ができ

たりしますので、その２つを上手に使い分けながら、最終的に個々の施設が計画を策定す

るというのは理解できているんですけれども、そこに至るまでのいろいろなサポートをし

ていただけるとありがたいかなと思いましたので、御検討いただけるとうれしいです。よ

ろしくお願いします。 

【座長】  きめ細かな勉強会をやるための体制づくりみたいなことも必要ではないかと

いうことですが、事務局、ございますでしょうか。 

【事務局】  御意見、おっしゃるとおりだと思います。事業者団体ごとの取組というの

もあるし、自治体が音頭を取って、事業者の団体の枠を超えてそういう情報交換をする場

というのを設けたらいいと思います。全くおっしゃるとおりだと思いますので、そういっ

たことを我々としても推奨していきたいと思います。 

【座長】  推奨していきたいということでございますので、ぜひよろしくお願いいたし

ます。 

 ほかに、この項目で御質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

 後で気がついたときに、またお話をいただいても結構でございますので、先に進めさせ

ていただきたいと思います。３０ページ、訓練によって得られる教訓の避難確保計画等へ

の反映について、お願いいたします。 

 特にございませんか。 

 当然といえば当然なわけでございますけれど、実際やるのは難しいんですよね。やるべ

きことだということは分かっていても、ＰＤＣＡというのは、なかなか追われている現場

にとってみると、これをしっかりやるというのは難しいので、恐らく訓練計画の中に必ず

ＰＤＣＡや訓練をやる振り返りの場面を取って、それも訓練の一つだというようなことを

しながら計画を改善するという意識づくりをしていく必要がありますし、それを職員同士
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で、あるいは市区町村と共有していくということで、市区町村からも積極的な助言が必要

でしょう。 

 あるいは、被災した施設の方から、個々にお話を聞くという場をぜひ設けていただきた

いというようなことでございますけれども、特に意見がなければ次のところへ移りたいと

思いますが、いかがですか。 

 それでは、意見がないようでございますので、３２ページ、職員や利用者の家族等への

避難確保計画等の周知について、お願いいたします。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。避難確保計画等を周知するのであって、入所すると

きに、そこの施設が、災害リスクがあるということを周知するということではないのかと

いうのをお聞きしたいんですが。 

【座長】  重要なポイントですね。お願いします。 

【事務局】  御指摘ごもっともでございます。３２ページに書いております、下から２

つ目の段落、利用者の家族への避難確保計画等の内容の周知ということで、ここには、「施

設が有する災害リスクや」と記載しています。つまり、避難計画だけではなく、施設にど

のような災害リスクがあるのか、についてもハザードマップ等でお示しすることが大事で

あると思っています 

【委員】  その場合に、施設の経営がその周知によって厳しくなるとか、あるいは入所

したい方が家族の近くに入りたいといったときにも、選択肢がないとかそういうようなこ

とも経験上あり得るのかというのはいかがでしょうか。 

【座長】  災害リスクが施設の経営とか、あるいは利用者さんが選択する際の目安にな

った事例みたいなものは、聞いたことございますでしょうか。 

【事務局】  それが実際に行われているというような事例は、我々としては把握してい

ないです。将来的には、そういうリスクをきちんと把握しながら自分がどこに入所するの

かを決めるというのは、重要な視点だと思います。それは、確かに経営上、苦しくなると

いうような施設もあるかと思いますけれど、我々はそういったところの移転の支援である

といったことをやっていきながら、社会全体としてのリスクを下げていくということが重

要だと思います。今ちょっと事例としては分かりませんけれど、将来的にはそういうこと

があるべきではないかとは思います。 

【委員】  ありがとうございました。 
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【座長】  ありがとうございます。確かに安全な施設で生活するというのが望ましいわ

けですから、そちらへ誘導していくような政策が望ましいということになりますよね。 

 それから、ちょっと私も思ったのですが、この③のタイトルで、職員や利用者の家族等

への避難確保計画等の周知とあるのですけれども、今、○○委員がおっしゃったように、

災害リスク及び避難確保計画等の周知というふうにしたほうが、積極的な感じがしていい

のではないかと思います。中を見れば分かりますよというのはあるのですが、やはりタイ

トルはサインでございますので、象徴になりますから。災害リスクも積極的にお伝えする

ということでよろしいのかと思います。 

【委員】  すみません。 

【座長】  ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  恐れ入ります。先ほどのところで、避難訓練のところのほうがよかったと思

うんですけれど、特別養護老人ホーム、先ほど○○委員がおっしゃったように、施設も非

常に軽度な方から重度な方までということになるんですが、千寿園さんもうちも特別養護

老人ホームということで、２０１５年に制度改正がありまして、原則、要介護３以上の方

たちを受け入れるということになっているんですね。そうしますと、訓練のときに全員が

参加できない、利用者を全部運び出せないということの中にも、この重度な方たちが非常

に多くて、そしてみとりの対象の方たちもいらっしゃるんですね。そうしますと、そうい

う方たちを訓練の際にとか、それから７月の豪雨災害のときも医療機関に移送された方た

ちも結構いらしたというふうに記憶しているんですね。 

 ですから、例えば同じ施設内での移送だけでなくて、医療機関、医療ニーズの非常に高

い方たちも結構いるもんですから、そういったところも若干含まれてくるもんですから、

この辺をどう考えるのかなというのと、訓練の際、御家族の方々にそういうリスクもあり

ますよという説明が必要なのかどうか。この辺が非常に難しいなと思って、ちょっと伺っ

ていました。この辺はどう考えたらよろしいんでしょうか。 

【座長】  ありがとうございます。訓練の対象者の課題と、それから移送先に、具体的

に医療機関というのは実質的には大きなところがあるということですので、それについて

ということでございます。事務局、どうでしょうか。 

【事務局】  ありがとうございます。訓練については、寝たきりの方もいらっしゃいま

すので、そういった方が、毎回毎回移動をするような訓練というのはなかなか困難だとい

うふうに認識しています。図上訓練等もあります。全員を避難させる訓練ではなく、１人
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当たりの移動にどのくらいの時間がかかるか、こういったことを把握して、いざというと

きは全体でどのくらいの時間がかかるかを見積もる訓練方法もあろうかと思います。 

 また、避難先としては、施設同士での受入れに限らず、本当に重度の方は医療機関との

連携を考える場合もあろうかと思います。個々の施設で、その辺を事前に決めておくこと

が重要かと思います。 

【委員】  ありがとうございました。少し具体的に、そういうお一人当たりどれぐらい

時間がかかるかとか、そういった説明を入れていただくと、我々も訓練しやすいんですね。

全員運ばなきゃいけないのかとか、そういった非常に心配事をします。 

 それから、７月の豪雨災害のときにも、別な施設は、熊本市内のほうで３４施設が６６

名を受け入れたというのはあるんですね。我々は、災害が起きたときに組織を使うという

のは非常に利便性が高くて、すぐにそういう受入れ施設を把握しながら対応していきます

ので、先ほど市町村というのが出たんですが、我々は県単位でそういう動きをするんです

けれども、市区町村だけでなく、そういう県単位というのは、どうお考えなんでしょうか。 

【座長】  大変重要な御指摘だと思います。まず、訓練についてもう少し丁寧に、例え

ば事例で、１人の方を動かすと何分かかるから、１０人いらっしゃるからその１０倍は必

要だよねというような、そういうことも分かると現場としては安心すると。全員を避難さ

せなきゃいけないのかというふうに考えてしまうということですから、これについては、

そのように必ずしも全員の避難を毎回することを求めるものではないとか、そういう形で

ちょっと補足していただけると、現場が安心されるだろうと思います。ありがとうござい

ました。 

 もう一つは、県単位で福祉施設の場合、災害時の入所調整など行いますので、県の役割

についても、どう考えていらっしゃるかということでございます。事務局、いかがでしょ

うか。 

【事務局】  ありがとうございます。大変貴重な御意見だと思います。３３ページにも

書かせていただいておりますが、避難の受入れ体制の事例として、「同一市町村内で」と記

載していますが、浸水するエリアが広い場合には、同一市町村内での対応だけでは困難な

場合も想定されます。その際には、都道府県単位で受入れ体制を確保するということも大

事かと思います。 

 できるだけ近くという考えで、同一市町村と記載しましたが、その辺は工夫させていた

だければと思います。貴重な御意見だと思います。ありがとうございます。 
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【座長】  ありがとうございました。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  今、県というお話がございました 

 今回の様々な方策の中に、アドバイス、訓練の状況の把握、実際の避難の際の対応など、

市町村の役割がかなり記載されています。しかし、先日も県内で報道ありましたが、例え

ば○○県内では、各市町村に防災関連業務に専従できる職員がどのくらいか確認したとこ

ろ、専従職員がゼロと答えた市町村が７７市町村のうち２７市町村ありました。 

 したがって、裏を返せば、今回の方策への対応が難しい市町村が県内では３５％あると

いうことです。なお、このアンケートは全国を対象に実施しており、全国結果では、防災

専従の職員がいない市町村が２０％もあるとのことでした。したがって、今回この方策で

期待された内容を実現するには、県の支援が当然不可欠だし、更には国支援も不可欠と考

えられますます。 

 ○○委員がおっしゃったとおり、県がしっかりとバックアップをすることが必要と考え

ます。留意事項においても若干触れていただいてはいますが、やはりこれらの方策を実施

するには、都道府県と市町村がしっかりと連携して進めていくことが一番重要な条件にな

るであろうと感じております。 

 今述べた点は行政の視点ですが行政を含めて社会全体が、連携の重要性や防災を大前提

とした社会の在り方というところまで踏み込んで、意識の変革も含めて考えていくことは

今後必要になってくると考えています。 

【座長】  ○○委員から大変心強い思いと同時に市町村の現場の苦しいのが伝えられた

のでのすが、防災に関する職員というのは、総務省さんの調査では大分東日本以降増えて

いるのですよね。頑張っていらっしゃるとは思うのですけれども、それでも今のように専

従職員がいないという小規模な市町村がまだまだ多いということを踏まえて、特に小規模

な市町村の役割は重要であると同時に、そういう小規模な市町村については都道府県のバ

ックアップというものも不可欠だというような書きぶりを加えていただくのが重要でしょ

うかね。そのように思いますので、ぜひ都道府県の役割についてもきちっと書いていただ

ければと思います。ありがとうございます。 

 ほかにございますでしょうか。 

 ほかに御意見、御質問ある方、いらっしゃいますでしょうか。 

 ○○委員、お願いします。 
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【委員】  内容というよりは書きぶりの観点なのですが、２つ目と３つ目の書き方が、

ちょっと分かりづらいと思います。先ほど御説明されていたように、利用者及びその家族

や職員に周知するということがゴールなのであり、２つ目に記載あるように、手引きを修

正したからといって周知に即つながるわけではないと思います。 

 逆に、３つ目のほうは災害リスクや避難先を利用者の家族にも周知するということです

が、職員への周知に関する記載がないので、この２つ目と３つ目はまとめて、まず分かり

やすい資料を作成し、利用者及びその家族や職員など必要な方にも周知というように整理

されたほうが、分かりやすいかと思いました。 

【座長】  ありがとうございます。 

 今の点については、事務局お願いします。 

【事務局】  おっしゃるとおりだと思います。ぜひそのようにさせていただきたいと思

いますので、よろしくお願いします。 

【座長】  では、この③の職員や利用者等の家族への災害リスク及び避難計画、確保計

画等の周知については、よろしいでしょうか。 

 それでは、次に進めさせていただきます。３３ページ、施設内の垂直避難先や、他の施

設と連携した立退き避難先の確保ということで、今までも少し出ていますけれども、改め

てお願いしたいと思います。 

 このハザードマップのレベルというのは、今、国交省さんで進められている最大規模の

ハザードマップをイメージしているということでよろしいんでしょうかね。前の調査のア

ンケートの回答の中で、私が想定しているよりもはるかに厳しいところが少ないように覚

えたんですけれども、恐らく１,０００年規模での今ハザードマップを作成していると思

いますけれども、それで見直しが進んでいると思いますけれども、そのハザードマップで

答えられているのかなというのが、ちょっと微妙に思いましたけれども、いかがですか。 

【事務局】  基本的には想定最大規模洪水のハザードマップを対象としていますが、市

町村によっては、それにまだ対応できていないところもあります。今の時点では、混在し

ていると、ご認識いただければ宜しいかと思います。 

【座長】  それで、やはりあくまでもハザードマップというのは想定でございますので、

２階に逃げれば絶対安全とか３階まで行けば安全というものではなくて、場合によっては

見たこともないような豪雨だとか土砂災害と並行して起こるだとか、様々な状況がござい

ます。やはり必ず最後の「これは」と思ったときの立退き避難というのも考えておかなけ
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ればいけないのかなと考えております。 

 幾つか多重で逃げ先がある。まあ、一般的で言えば２階でいいだろうと。場合によって

は３階、狭いけれどそこに避難する。いや、今回はそれどころじゃない。施設そのものが

危ないかもしれないというような段階での立退き避難先もあるというのが望ましいと考え

ているので、その意味では、段階的に、緊急時のもう間に合わない場合の対策も考える必

要があるということですけれども、簡単に言えば、それは立退き避難なんですね。 

 立退き避難で安全な場所へ取りあえずみんなで逃げるということもあり得るのだろうと

思いますので、その辺りのことが福祉の関係者の方に分かるようにお伝えいただければと

思うんです。ハザードマップどおりの災害になってしまうんだというのは今の状況なんで

すけれども。場合によっては複合災害なので、それを超えて立退き避難しなきゃいけない

こともあり得るということなので、垂直避難先ということだけではなく、立退き避難とい

うことについても、必ず避難確保計画の中には入れておいていただければいいのかなと考

えております。 

 そういうことを勉強するということでしょうけれどね。しっかり学んで、災害リスクを

学ぶということは、そういうこともあり得るんだということを学んでいくということだろ

うと思います。 

 よろしいですか。○○委員、お願いします。 

【委員】  私も今、座長が御指摘されたとおりだと思います。そういう意味で、先程指

摘しました通り、（１）①想定される水害・土砂災害に適切に対応した形で避難確保計画を

作成する、という項目に、まさに今指摘があった避難先に関する内容を記載したほうが良

いと思います。 

 そのような観点から、３３ページの２３行目に「利用者の身体的な負担や利用者のケア

等の業務継続を考慮すれば、垂直避難場所を確保することは有効である」という記載があ

りあり、勿論意図は理解できますが、やはり被害を防ぐということが最優先であり、その

上でいろいろなオプションが考えられるということかと思います。 

 今座長から御指摘あったように、立地によっては浸水想定区域の中に位置していたとし

ても、垂直避難である程度安全が確保される場合もあるでしょうし、そのような場所によ

って想定される被害の程度が異なるという観点をしっかり伝えていくことがやはり一番重

要であると思います。そのためには専門家の助言が必要だということかと思います。 

 千寿園の議論の際にも、土砂災害を想定していたのか、それとも水害を想定していたの
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かによっても、避難の仕方が違っていたかもしれないという議論がありました。避難のあ

り方をしっかりと検討しておくことが今回の議論で一番大事かと思いますので、多重の避

難場所を確保しておくことが重要かと思います。 

 避難場所を確保したうえで、個々の施設でどのような設備が必要かを検討するという流

れかと思いますので、そのような内容をしっかりと記載することが重要と考えます。 

【座長】  強力なサポートをありがとうございます。その辺りの総論的な部分だったの

かもしれませんけれども、避難の考え方みたいなのがあってもいいのかなということかも

しれません。 

 事務局、いかがですか。 

【事務局】  よく分かりました。ありがとうございます。先ほどの前半の避難確保計画

の作成のところに、基本的な考え方を入れ込むというのが分かりやすいかと思いましたの

で、座長からもご指摘のありましたように多重的な避難先の設定の必要性を書き込むこと。

そして、垂直避難先を考えていても、立退き避難先も考えておくと。こういったところを

しっかりと書き込むこととしたいと思います。ありがとうございました。大事なことだと

思います。 

【座長】  ありがとうございます。 

 そのほかに、この（２）利用者の避難支援のための体制や整備に関する事項、①施設内

の垂直避難先や他の施設と連携したというところで、御意見、御質問等ございますでしょ

うか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。今までのお話の続きといいますか、ハザードマップ

も、頻繁かは分からないですけれどアップデートしておられるような気がします。最近だ

と大きい河川だと２５メートル解像度で計算したりするので、そういう業務のときに、既

にこういった高齢者施設の位置を固定して、災害によりどうなるかという検討も含めた業

務発注をするという手もあるのかなとは思いました。 

【座長】  ありがとうございます。 

 これについてはどうでしょう。 

【事務局】  浸水想定区域図は電子化し、国土地理院にお願いして重ねるハザードマッ

プに入れて公開しています。まだ、都道府県河川が十分反映できておりませんが、今後こ

れを加速化していきたいと思います。その中には、避難場所は位置情報として入っていま



 -19-

すが、要配慮者利用施設は地図上に入っていません。 

 ただ、市町村のハザードマップには要配慮者利用施設の位置が示されているところもあ

ります。どのような方法で情報を集めるかは今後検討が必要ですが、厚労省さんと連携し

て、施設の位置情報を集めて、重ねるハザードマップの上に載せていくということが、市

町村や施設にも有益なものだと思いますので、そういう取組を進めてまいりたいと思いま

す。ありがとうございます。 

【座長】  私も極めて重要だと思っていまして、ハザードと施設の位置を重ねるという

ことは、災害リスクの把握の基本になるだろうと思います。ぜひともよろしくお願いいた

します。 

 ほかにございますか。 

 それでは、その次の３５ページ、地域や利用者の家族と連携した避難支援要員の確保に

ついて、御質問、御意見があればお願いいたします。 

 これはアンケートでは、結構多くのところで地域と連携していますよという話はあるん

ですけれども、五十何％でしたかね。 

【事務局】  ４割程度です。 

【座長】  ４割ぐらいは。これは、できるだけ１００に近づけたいところです。という

のは、休日・夜間って必ずありますので、人手の足りないときというのは、もう近くの人

しか助ける人がいないので。そういう意味では、もう地域と仲よくということなんですよ

ね。今の段階で４割まで来ているということは、多分できないということではなくて、そ

ういうことに気がつかなかったということでもあろうかと思いますので、避難支援者の確

保ということでは、地域の役割が重要になるかと思います。 

 ○○委員、どうでしょうかね、その辺り。消防団とかそうした防災の強いふだんから訓

練されている方々が福祉施設を応援してくれるとなると、心強いかと思うんですが。 

【委員】  まずは、市町村のほうとしっかり協議がなされるということが大事なのかな

と思っております。地域においてどのような支援が可能かということも、そういう一番地

域の実態を把握している市町村のほうで協議の場を設定するとか、しっかり地域ぐるみで

支援していくという体制づくりをしていくとか。そういうことをまずコーディネートする

ような方向が必要なんじゃないかなと考えています。 

【事務局】  追加でお話、いいですか。 

【座長】  お願いいたします。 
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【事務局】  この４月からの介護報酬改定の中でも、避難訓練等の際に地域住民の方と

連携して行うということについて、努力義務をこれから課すことになりました。たかが努

力義務とはいえ、そういったことを各施設に必ず頭の中に入れてもらうというようなこと

は、これからさらに広がっていくかと思います。我々としても、そういうことをさらに後

押ししていきたいと考えております。 

【座長】  大変すばらしいことだろうと思います。地域との訓練が努力義務化すると。

うまくいく、いかないという悩みがある場合は、市町村が間に入って、自主防災組織や消

防団とつないでいただくというような方向性で進むことによって、福祉施設と地域がしっ

かりと支え合うというのは、望ましい方向性だと思いますね。ありがとうございます。 

 ○○委員、どうでしょうか、今のようなお話について。振ってしまいまいたけれども。 

【委員】  地域共生社会って、非常に我々は実現をしていかなければならないというの

は、今回介護報酬改定の中でもポイントとして言われているんです。我々が持つ部分とい

うのは外に出しているんですけれども、逆に地域の中からの力を得て我々の利用者を助け

ていただくという発想が、私はあまりなかったんですけれども、今回非常に地域の方々か

らお力をいただいて御利用者の方々を守っていくということは、私も本当に目からうろこ

の状態で、あ、本当に必要なんだなということを改めて感じています。 

 そして、家族の方も御自分の親御さんをお預けになったときに、やっぱりそういうこと

がしっかりできているんだなということの情報というのもすごく安心すると思うんです。

これは努力義務なんですけれども、ぜひ市区町村の方々にもそれはしっかり広めていただ

きたいなと、私は思っています。どうぞよろしくお願いいたします。以上です。 

【座長】  ○○委員にそう言っていただくと安心しますね。ぜひ地域や家族と情報を共

有した上で一緒に訓練をしていくということで、ふだんの福祉施設の運営とか利用者さん

の安全・安心なことにもつながっていくんじゃないかなと思います。ありがとうございま

した。 

 ほかに、ここのところで御意見ございますか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  おはようございます。○○でございます。よろしくお願いします。私のほう

から、２点ばかり、気になった部分をお話しさせていただきます。 

 まず、１点目でございます。前の部分も絡みます。市町村の役割の部分につきまして、

先ほど○○さんからのお話がございました。災害に対する考え方、財政の部分につきまし
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ては、それぞれ市町村の考え方それから財政力の問題もあります。したがいまして、防災

担当というのを選任に置けない実態もございます。 

 そういった部分につきまして、手前どもは、平成２８年の台風１０号災害の後、行政の

限界という部分を打ち出したのは事実でございます。やはり基本となるのは自助。これが

出発点として考えていかなければならない。その中にあって、今回議論しております社会

福祉施設関係につきましても、自助の出発点から検討していくという部分が必要だと思い

ます。 

 そういった中において、避難するタイミング、トリガーの部分につきまして、それぞれ

の施設に対しましても、行政からの情報発信を待つことなく、自分で考えてくださいとい

った部分もお話しさせていただいております。そしてまた、その社会福祉施設一つ取って

１００％のリスクがあるのであれば、ハード、ソフト対策の部分を対応しなければならな

い。状態別、場所別によって、ハードが９０、ソフトが１０。逆にハードが１０、ソフト

が９０という努力も必要かなといった部分でお話をさせていただいております。 

 したがいまして、市町村の役割と捉えた場合、私は、やはりこの高齢化社会に日本が向

かっていく中において、国策として国の役割、その中にあって県の役割、市町村の役割と

いうものをしっかり色分けしていただきたい。この中におきましては、基本的に市町村の

防災担当と連携とかというのは結構書いてございますけれども、これは、こういった形で

問題はないとは思いますけれども、そこの部分をしっかり深掘りしていく必要があるかと

思います。 

 ２点目です。地域との共生。この部分につきましては、既に○○町は、平成28年台風10

号以降の部分で、市町村の自治会あるいは近隣の会社との連携をしております。今後もし

ていきたいと思います。ただ、中には地域によって、地域が過疎化によって地域から助け

を得ることができない実態もございます。そこら辺はしっかり考慮していかなければなら

ない。 

 そういった中において、逆には利用者の家族の協力というものもあると思います。例え

ば避難指示、避難勧告等の出る前において、こういった部分である程度リスクが高いです

よ。そういった部分を事業所のほうから御家族の方に御連絡を取って、手伝っていく。こ

れも当然の部分として進めていく必要があるかなとは思います。家族が離れている場合は

仕方がないですけれども。 

 私から２点、市町村の役割の在り方、それから地域共生との在り方というのを、実際の
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体験上の部分からお話しさせていただきました。以上です。 

【座長】  ありがとうございました。極めて貴重なアドバイスだろうと思います。市町

村と話し合って決めてくださいというと、何となくそれで解決したように、国とかで話を

すると思っちゃうんですけれど、市町村の現場の職員から見ると、そこから先が非常にま

だまだいろいろな課題があるので、深掘りをして、もっとやりやすいようにやれるように、

実効性が高まるように。これが恐らく今後の施策の大きな方向性になるかと思いますが、

現場の市町村、福祉施設を支援するというような形で、国としてもバックアップいただけ

ればなと思います。ありがとうございます。 

 あと、過疎地域で、実際に地域といってももう地域そのものが痩せてしまっているよと

いうところもあるので、そういう場合には例えば家族に引取りに来てもらうとか、そうい

うことも大事ではないかという御意見をいただきました。 

 これについて、事務局ございますでしょうか。 

【事務局】  大変貴重な御意見だと認識しています。ありがとうございます。 

 このとりまとめを受けて施策に反映していきますが、今後、現場では課題が見えてくる

と思います。どうしたら良いか市町村が判断できないこともあろうかと思います。そのよ

うな情報をもきちんと把握することが必要であると思います。後ほど情報提供する予定で

したが、すでに、施設に対して緊急点検の実施をお願いしておりまして、その情報を吸い

上げるようにしています。厚労省さんと連携して、得られた課題を踏まえて、ＰＤＣＡサ

イクルを回して改善を進めていくことが非常に大事だと思います。ありがとうございます。

深掘りして取組を進めてまいりたいと思います。 

 それから御家族のサポート、これも大事ですので、もう少し分かりやすく、よりそうい

ったところが大事だということが分かるような表現を検討したいと思います。貴重な御意

見だと思います。ありがとうございます。 

【座長】  家族への引取りをお願いするなども考えられるということですよね。アンケ

ートを見ていろいろな御意見があるのですが、やっぱり典型的な質問の中に、移動の心配

とか避難先のケアとかというふうにここでも挙げられていますけれど、ＦＡＱみたいなも

のができて、一旦それについて、８割９割はこうやればいいのかというのが分かる。残り

の１割２割は専門性のあるところに聞く。その第一のちょっとした悩みを簡単に解決でき

るＦＡＱみたいなものを今後つくっていくといいかもしれませんね。新型コロナウイルス

なんかでは、結構そういうのを厚労省さんは積極的に出されていて、こういう場合はどう
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すればいいんですかとかというのに、それを見ると大体の方向性が分かるというのがあり

ますから、非常に参考になるかなと思いました。ありがとうございます。 

 それでは、この②のところでは地域や利用者の家族との連携ということですが、先ほど

○○委員からは、企業との連携というのもありましたよね。そうすると、企業とか事業者

というのも大事な支援者というか、むしろそちらのほうが大事な場合もありますよね。そ

ういった、地域というだけではなくて、事業者や企業というような言葉を入れてもいいか

もしれませんね。この事例では、隣に大きな工場がありましたので、そういったところに

いる人手が支援してくれればということもあります。どうでしょう。 

【事務局】  今３５ページの１３行目には、地元企業等ということで表現はしておりま

す。 

【座長】  失礼しました。 

【事務局】 もう少し表現方法をよりよくすることも考えられますので、後ほど座長にア

ドバイスいただければと思います。 

【座長】  地元企業と書いてありましたね。失礼いたしました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 ○○委員お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。災害時に地域の方が駆けつけてくれるという制度を

つくるだけでうまくいくものなのか？と思いました。ふだんの交流が少しあると助けよう

と思うとか、何かそういうニュアンスがないのかなと思ったのですが、いかがでしょうか。 

【座長】  日常からの交流というものも重要なのではないかという御意見ですが、いか

がですか。 

【事務局】  おっしゃるとおりでございます。３５ページの一番下の段に、地域との信

頼関係の構築ということは書かせていただいていますが、交流というところも大事だと思

いますので、その辺の表現方法、検討したいと思います。訓練参加も交流だろうとは思い

ますが、それだけではなくて、施設にはいろいろな交流の場面があるかと思いますので、

厚労省さんに相談し、検討したいと思います。 

【座長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、お願いします。 

【委員】  ○○です。 

 地域との連携の協定の部分につきまして、少し参考になるかということでお話をさせて
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いただきます。まず、地域の企業との連携の協定の中におきましては、しっかりと覚書ま

で書いております。すなわち、訓練の際の連携あるいは実際の災害時においての連携。こ

れにつきましては、協定の中において、会社のほうは労災適用というような形をしっかり

取っておければいいかなと。そういった部分で進めさせています。 

 地域との連携の在り方にあっては、地域の社会福祉施設の在り方につきましては、それ

ぞれ夏祭りとかというのを施設でよくやるのですが、地域の中の施設という位置づけをし

っかりとお話をさせていただいております。そしてまた、地域の方たちにお話ししている

のは、あなたたちもこの施設でお世話になるんですよ。ですから、自分の家族、自分の家

だと思って、協力をお願いするといった形でやっております。 

 ちなみに○○町は、地域の自治会、地域の企業、地域の中学校、この部分が公の助け、

公助という定義をしております。従来の公助、消防、警察の部分につきましては、１つ跳

ね上げて官助ということで、公の助けがあなたたちの役目ということでお話をさせていた

だいているところです。 

 参考になれば幸いです。以上です。 

【座長】  ありがとうございます。公助というのは、地域全体でやることを公助と言う

んだと。そしてその先に官助があるんだと。行政機関とか消防団が動くのがあるんだと。

この被災実態をよく御覧になって、本当に考えてつくられているなといつも感銘を受けて

いるんですけれども。ぜひこの企業との連携、確かに覚書を締結していないと、企業も人

が替わったりしますので。文書になっていると、いざというときに動きやすいということ

もありますし、文書を基に話合いができるということもありますので、文書化を進めると

いうのはやはり重要かなと思いますが、よければ○○委員、ちょっと覚書の事例なども後

でこちらに届けていただければ。差し支えない範囲で、こういう覚書を結んだよというの

を事例紹介させていただければと思いますけれども、いかがですか。 

【○○委員】  了解しました。参考となるのであれば、そうさせていただきます。以上

です。 

【座長】  ありがとうございます。そのまま載せると具合の悪いというところはちょっ

と除いて、こういう事例も考えられると。企業さんとか事業者と福祉施設で協定を結ぶと

いうのは非常に有効かなと思います。ありがとうございました。 

 ほかにございますか。 

 ○○委員、お願いします。 
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【委員】  ３５ページ１８行目のタイトルは「平時からの市区町村と施設の情報交換」

となっていますが、内容には「地方公共団体」と記載されているところ、地方公共団体と

市区町村という言葉の使い分けについて教えていただければと思います。なお、地方公共

団体と書いた場合は都道府県も含まれているというのが私の理解です。方策の前半では市

町村という記載が多いのですが、後半では地方公共団体と記載されており、何か定義の違

いを意図して書かれているのかというところを確認させていただければと思います。 

【座長】  今の点について事務局お願いします。 

【事務局】  おっしゃるとおりでございまして、地方公共団体としているところは都道

府県と市町村と指しており、市区町村と記載しているところは市区町村を指しています。

助言・勧告のところは、市区町村と流域治水関連法案でも整理をしております。避難確保

計画の提出先もそのようになっています。施設に関わりがあるのは市区町村だけではなく

て、都道府県も含まれています。その辺の使い分けをさせていただいています。 

 もう一度、記載はチェックしたいと思います。 

【座長】  ありがとうございます。 

 ○○委員お願いします。 

【委員】  了解しました。それでは、１８行目のタイトルは、その内容から「平時から

の地方公共団体」が適切と考えられます。 

【事務局】  そうですね。そのほうがよろしいかと思いますので、その辺は平仄を合わ

せたいと思います。ありがとうございました。 

【座長】  この１８行目を地方公共団体と直すということですね。ありがとうございま

す。 

 ○○委員、よろしいですか。どうぞ。 

【委員】  タイトルが「避難支援要員の確保」となっていますが、これまでの議論を踏

まえると、例えば「体制の構築」が適切かと思います。要は、要員を確保するということ

だけではないと思うので、タイトルの表現を工夫していただくとよいかと思います。 

【座長】  どうでしょう。 

【事務局】  本日の御意見を踏まえて、修文させていただきます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 それでは、よろしいでしょうかね。 

 次に進めさせていただきます。③の職員への防災知識の普及と職員の防災スキルの向上
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というところについて、御質問、御意見があればお願いいたします。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  皆さん、こんにちは。○○でございます。 

 ２点ございまして、まず教育、防災知識の普及というところですけれども、ここだけを

読むと、何となく国や地方公共団体がこういう場所をつくって、研修をさせましょうみた

いなことが主に書かれてあるんですけれども、実はそうじゃなくて、例えばいろいろな場

面の設定が多分必要で、先ほど○○委員がおっしゃっていたように、施設が集まる研修会

の場もあるし、ＤＭＡＴだとかＤＣＡＴだとか言われている人たちの災害時社会福祉支援

ネットワークみたいなものが今進められている中に、これに関連する施設さんもたくさん

おられるので、あらゆる場を通じてという、いろいろなチャネルでこれを持っていくとい

うふうにしておいたほうがいいかなというのが１点。教育の場所づくりとして。 

 ですから、これをやるというと、先ほど○○委員がおっしゃったように、市区町村や都

道府県がこういう場を一生懸命設定しましょうということはあるんだけれど、ほかの場に

こういうものを持ち込むということを、少し視野を持っておいたほうがいいのかなという

点が１点です。 

 もう一点なんですけれどもタイミングを逸してしまって言えなかったんですけれども、

○○委員がおっしゃっていた、市町村は施設のリストを持っているわけですよね。地域防

災計画の中に避難確保計画をつくるべき施設のリストがあって、○○委員がまさにおっし

ゃっていたように、施設の災害リスクの強弱があるでしょという。そうだと思います。で

すから、私、市町村と県と地方部の勉強会を四半期ごとにやっているので、来週そこで言

おうと思っているんですけれども、そのリストは、平時もそれから緊急時にも役に立つの

で、いわゆる星取り表として、優先度だとかリスクだとか取組状況をちゃんと整理したも

のを持っといたほうがいいよというふうに指導しようと思っています。 

 ただ、○○委員がおっしゃったように、市区町村さんでは、マンパワーが足りないとい

うこともあるので、必ずしもやるべきじゃないんですけれども、そういう役に立つ施設デ

ータベースというのをきっちりつくって現状が把握できるようにしておくと、平時の力の

入れどころも優先度を決めることもできるし、有事のときにどこからやらなきゃいけない

のかということができるので、そういうものを準備されたらいいのかなというふうに感じ

ています。以上です。 

【座長】  ありがとうございました。貴重な御意見で、あらゆる場を通じてというとき
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に、今もそうなっているんだと思うんですが、何か昔、社会福祉士の試験に災害対応の問

題を出したり、介護のケアマネさんの試験の問題に警報レベルなんか出しても勉強するん

じゃないかなと思ったりもするんですが、そういったものも含めたあらゆる場での職員の

防災知識、スキル向上というものを図っていこうというのは、今の時代のお作法かもしれ

ませんね。 

 それと、リストをちゃんとして整備して、優先順位をちゃんとつけてやっていきましょ

うということなんですが、事務局、どうでしょうか。 

【事務局】  大変貴重な御意見だと思います。１８行目に、行政が主体的にやる勉強会

だけではなくて、施設の関係者が主体となって開催するということを書いておりますが、

ここをもう少し膨らませて、あらゆる場ということを、１８、１９行目のところに加えた

いと思います。ありがとうございます。 

 それから施設ごとのリストを活用することについては、今回、緊急点検を出水期まで実

施していただくようお願いしていますので、そこで得られた情報も活用できると思います

ので、そのリストも活かしながら、一律同じような対応ではなく、ポイントを絞って、実

効性を上げていくという取組が、市町村にとっても大事であると思います。そのようなこ

とも記載に反映したいしたと思います。ありがとうございます。 

【座長】  ありがとうございます。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【○○委員】  ○○です。何度も発言、申し訳ございません。 

 先ほど、職員の防災知識とあとスキルの向上の部分につきまして、前もお話ししました

けれども、例えば消防法上、火災などは恐らく過去から頻発している部分があって、消防

法８条の部分で、防火管理者という責任者を明確に法律でやっております。現時点でこの

水災害の部分につきまして、防災管理者的な部分は、今は厳しいかもしれませんけれども、

こういった災害が繰り返されると、やはり国においても、ここら辺は将来的な部分でしっ

かりと考えていただきたいと。このように思っております。 

 先ほどの職員のスキルの部分で、参考に、前もお話ししましたけれども、手前どもは防

災士という制度を活用させていただいております。そういった中において、社会福祉施設

の従業員の方を優先的に育成しまして、その施設の中には必ず防災士が複数以上いるとい

うことで対応させていただいております。 

 その効果はかなり高い部分があります。日頃からやはり気象の関係、ニュースの関係、
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その部分をしっかりとキャッチして、防災の意識、スキルの部分がかなり向上しているの

かなと思います。したがいまして、全国の施設の部分につきましても、この防災士の制度

というのはある程度活用していただいたほうがいいかなと思います。参考までにお話しさ

せていただきました。以上です。 

【座長】  ありがとうございます。防火管理者と同様に、本来、防災管理者がいてもい

いのではないかということと、実際には、防災士の資格取得について社会福祉施設職員を

優先して受講していただいているという取組をされている事例ですが、これについて、事

務局いかがですか。 

【事務局】  ありがとうございます。避難確保計画の中にも体制として防災を指揮する

者等を記載するようにはなっています。その人材の育成につきましては、この取りまとめ

を踏まえて、具体的な支援をしていくということになろうかと思います。また、防災士を

活用するということも有効かと思いますので、それについても義務ではありませんけれど

も、できるだけ、そう資格を取得して活用していくということも考えられるかと思います。

その辺りも反映を検討させていきたいと思います。 

【座長】  ありがとうございます。防火管理者講習というと、ちょうど○○委員がいな

くなってしまって。２日間くらい、たしか受講しないといけなかったんですよね。それか

ら運転管理者の講習というのもあって、それも行かなければいけません。防災に関しては、

そういうのが違って、ないという状況にはありますよね。制度にするかどうかはともかく

として、実質的に知識、スキルの向上を図るというのをもう少し考えたほうがいいかもし

れないということで、その事例として防災士という民間制度ではありますけれども、それ

を活用しているというお話をいただきました。ありがとうございます。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  すみません。研修のことなんですけれども、非常に防災士の研修というのは

我々も望むところなんですけれど、今、介護報酬改定の中のいろいろな研修を受けなきゃ

いけなくなっているんですね。非常に我々もこのコロナ禍の中で、ｅラーニング等を通し

ながらいろいろな研修を受けるんですけれども、何とかこれについても職員が受けやすい

状況をつくっていただくと大変ありがたいなと思っています。学ばなければいけないこと

ですので、ぜひその辺は考慮していただきながら、何かいい方策をお願いしたいと思いま

す。以上です。 

【座長】  ありがとうございました。ｅラーニングの活用というのは、確かにおっしゃ
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るとおりで、短めで、例えば１０分くらいで１つポイントが分かるみたいなのがあると、

隙間時間にちょっと見られるみたいなのもあるかと思いますけれど、いかがでしょうか。 

【事務局】  大変貴重な御意見だと思います。ｅラーニング、確かに効果的で取り組み

やすいと思いますので、教材という表現のみになっていますので、具体例を書き込んで、

今後の取組につなげていきたいと思います。ありがとうございます。 

【座長】  内閣府の防災スペシャリスト研修でもｅラーニングを上手に使っていて、基

本的なところはｅラーニングで学んでおいていただいて、そして深いところとか疑問に思

うところとかを対面なんかでさらに強化していくというようなところもありますので、ま

ず基本的なところがないと、職員の間で共有されていないと、多分一致団結した行動とい

うのは難しいんですよね。ＢＣＰをつくるときでも、まず災害理解の共有化というのが最

初に必要なことですので、ぜひｅラーニングなども上手に使っていただければと思います。 

 ただ、地域ごとにかなり災害リスクが違うので、そこではどうしても市区町村とか都道

府県さんがサポートする必要はあるんだろうと思います。ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 よろしいですか。 

 ○○委員、お願いいたします。 

【委員】  参考になればと思って発言させていただきます。○○県では、学校の先生た

ち、公立学校の先生は県の職員ですので、その人たち向けにどうやって防災を教えるかと

いうことを検討して、９年前から、法定プログラムですね。初任者研修、それからひょっ

としてこれは法定じゃない、○○県独自かもしれませんけれども６年次研修、１１年次研

修、教頭研修、校長研修、事務職員研修。これが法定の研修会がありまして、その中のプ

ログラムに防災の基本的な知識を学ぶプログラムをインストールしました。 

 これは、必ず免許の更新だとかも含めて、受けなければいけない研修ですから、今、○

○委員がおっしゃったように、やはりいっぱい世の中にやらなければいけない研修のメニ

ューがあって、その中に少しずつちりばめていく工夫というのをすると、サステーナブル

な教育プログラムになっていくので、そういう工夫があってもいいかなと思いました。以

上です。 

【座長】  ありがとうございます。学校の教員の場合は、常に知識のアップデートをし

ていかないといけないですから、そういう研修が義務づけられているということでござい

ますが、この点については、いかがでございましょうか。 
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【事務局】  いろいろと御紹介いただきましたので、その点を参考にしながら、今後の

進め方に反映させていきたいと思います。ありがとうございます。 

【座長】  専門研修で防災をやるというのもあるんですが、職層研修みたいなものの中

に災害対応というのを入れ込んでもいいかもしれません。その職層研修の段階で、次、厚

労省さんとも御相談して、その中に災害対応というのが今もう不可欠ですよということで

入れていただくというのも、ひとつ御提案としていいかもしれませんね。ありがとうござ

います。 

 職員の研修については、どうでしょうか。この辺でよろしいですか。 

 それでは４番、一番重い課題かもしれません。災害リスクの低い場所への福祉施設の誘

導等についてということで、御質問、御意見をお願いいたします。 

 これは、現状でも例えば災害リスクが高い場所に新しい施設を造るというような場合で

も、補助金とかの制度は変わらないんでしょうかね。 

【事務局】  よろしいですか。 

 正直申し上げまして、今までは変わらなかったです。ただ、令和３年度からは、災害レ

ッド地域に施設を整備するというようなことをされる場合には、我々としては原則補助し

ないということを決めました。なので、これから新規につくるときに、災害レッドの地域

につくるということがあったとしても、我々は補助しないというふうな整理をさせていた

だいたのと、あと、レッド地域から移転して別の場所につくるというようなところに対す

る補助というのは、我々としては最優先の補助ということで、最も重要なものとして採択

するというような形で、メリハリをつけていくということを今後させていただきたいと思

っております。 

【座長】  それは画期的な感じがしますね。そのレッドゾーンというのは、土砂災害も

浸水想定区域も、あるいは津波の浸水区域も全部含まれるレッドゾーンという意味ですか

ね。 

【事務局】  そのように考えています。 

【座長】  何となくすごいことがさらっと言われたような気がします。それはすばらし

い。 

 そういうことで、やっぱり国として後押しをするよと言われると、迷っている施設とい

うのもあるかと思いますが、そのように言っていただけることによって移転しようという

ことで、安全な場所にという方向性が示される。恐らくそこに中心市街地の活性化などと
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か、そういうようなさらに優遇のあるようなものと、コンパクトシティーづくりとかと連

携するような形になっていくと、非常に中心市街地に福祉施設も医療施設も教育施設も、

そしてにぎわいのある施設もできていくみたいなことにつながっていくのかなと思います

ので、大変すばらしい御判断をされているなと改めて思いました。ありがとうございます。 

 この災害リスクの低い場所への誘導等については、ほかに御意見ございますか。 

 では、○○委員、○○委員の順でお願いいたします。○○委員、お願いします。 

【委員】  この方策を実現する上において、特に浸水想定区域の点で、すぐに対応が必

要な件があると考えています。○○県では、令和元年東日本台風災害を受け、特に中小河

川の浸水想定区域を早期に決定したいたいということで、県では浸水想定区域を令和４年

まで、市町村についてはプラス２年ぐらいを目標に、想定最大規模で区域設定を実施する

予定としております。 

 一方で、現在も毎年のように施設が建て替えも含めて計画されています。私も施設の建

て替え等に関する審議会の委員を務めていますが、多くの施設が毎年新設を希望していま

す。一方で、施設に対して、今後どの河川で浸水想定区域が定められ、またどのぐらいの

範囲を想定しているのかというのがお示しできていないのが実情です。 

 今年の審査会においては、河川課と連携して情報をいただいて、施設の新設や建て替え

を希望されている方に対しては、浸水想定区域内に入る可能性があり、もしそうなうなら

ば何かしらの対応が必要となりますと意見を付すということで審査を実施いたしました。

他方、やはり令和４年までという非常に短い期間ではありますが、中小河川の浸水想定区

域を示さなければならない河川については、早めにそのような情報を地域にお示しするこ

とが必要と感じます。 

 これらの件について河川課に動向を確認したところ、国の考えとしては、県にある程度

判断を委ねるとのことでした。他方、やはり国のほうで、このような中小河川の浸水想定

に関しては計画レベルの段階で早めに地元へ情報を示した方が望ましい、というような考

えを提示いただければ、県のほうでも動きやすくなります。 

 いずれにしても、そのような情報を出すことにはリスクも多々ありますので、県だけで

は判断が難しいところがあり、やはり国をとしての考え方の整理あるいは統一が必要かと

思います。施設をどこの場所に建設するかというのは、施設の経営者の方には生活がかか

った重要な課題だと思いますので、できるだけ的確な情報を早めにお示しするという体制

を構築することが重要かと考えています。 
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【座長】  ○○委員、ありがとうございます。中小河川については、まだまだハザード

マップ、浸水想定区域も十分できていない可能性がありますけれども、これについてはど

うでしょうか。 

【事務局】  御指摘ありがとうございます。おっしゃるとおりでございます。大河川、

国が管理する河川につきましては、浸水想定区域図１００％公表しております。それから

都道府県の河川におきましても、水位周知河川と言われる比較的大きい河川につきまして

は大体９割ぐらいまで進んできておりまして、今年度末では大体１００％に近づくと承知

しています。それを踏まえてハザードマップの更新していくことになります。 

 ただ、それよりも小さい法河川がございます。都道府県が管理している。これについて

は、まだ義務化になっておりませんのでなかなか進んでおらず、空白地域があるというこ

とでございます。そのため、今国会で提出している流域治水関連法案で、そのような小規

模河川にも浸水想定区域の指定を拡大することとしています。その際のマニュアル、小規

模河川の浸水想定を計算する簡易な計算方法は既に示しておりますので、今後、取組を加

速化してまいりたいと思っているところでございます。 

 リスク情報の空白地域を埋めていくということは大事かと思います。国もしっかり後押

しをしてまいりたいと思います。 

【座長】  ありがとうございました。今そういう状況に進んでいらっしゃるんですね。

心強いです。 

 それでは、○○委員、お願いいたします。 

【委員】  ありがとうございます。今の○○委員のコメントも含めてなんですけれども、

ここの部分は、まず方策の１つ目は、既存の建物をどうするかというお話だと思うんです

ね。２つ目は新規に建設する場合ということだと思うんですけれども、この文章を読んで

いると、災害リスクのある場所に「新たに設置される施設については」と書いてあるので、

災害リスクのある場所に新たに設置するということを前提に書いているように読めてしま

うので、まず最初にやはり新たに設置する場合に災害リスクの有無についてきちんと調べ

て、その是非を、立地についての検討をするということがまず必要なんじゃないかなと思

います。 

 その上で、いろいろな事情があって、その場所ででも建てなきゃいけないという場合に

は、こういうことを検討してくださいという書きぶりが必要なのではないかというのが１

つ目です。 
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 ２つ目が、全体を通じて管理者などに対してという言葉をずっと貫いておられるんです

けれども、ここの部分については、実態としてはやはり法人の経営者が判断していくこと

になるので、書きぶりを少しここだけは変えたほうがいいのではないかと思っていますが、

いかがでしょうか。 

【座長】  この点について、お願いいたします。 

【事務局】  １点目の御意見でございます。おっしゃるとおりでございますので、まず

は前提条件として、そういったところに新しく造らないというのが大事かと思いますので、

そのような表現を最初に加えた上でということにしたいと思います。 

 それから管理者等ということで、この「等」は、管理者だけではなくて所有者です。持

ち主といいますか施主です。その辺の良い表現がありましたら、厚労省さんと相談して、

見直したいと思います。ありがとうございます。 

【座長】  そうですね。管理者ではやっぱり無理で、やっぱり法人の理事長さんとか経

営者ですもんね。 

【事務局】  経営者ですね。 

【座長】  経営層というんですかね。ありがとうございました。きちんとチェックして

いかないと。 

 ○○委員、お願いします。 

【委員】  ありがとうございます。中小河川のリスクがどんどん周知されていくとか、

経営者とか施設の職員の方がリスクを知っていくとか、あるいは先ほどの防災研修でもそ

うですけれど、自分たちでずっと勉強していくと、実は自分たちの施設が危ないのかなと

いうふうにだんだん思ってくるとか、最終的な判断は経営者の方がされるんでしょうけれ

ど、やはりちょっと今の施設はまずいのかなと思って、でもどうしていいか分からないと

いう、逡巡する時期というのは必ずあるような気がします。そのときに何か相談に乗れる

ような施策とかは考えておられないのでしょうか。 

【座長】  施設を新しくしたいとか増やしたいとかいうときに相談に乗ってくれるよう

なところで、災害対応についても一緒に考えてもらえるようなことはないかというような

ことかと思いますが、いかがですか。 

【事務局】  来年度から、防災リーダー研修に対する支援を行うような補助制度を設け

るのですけれど、その中に相談窓口の設置というものに対しても補助できるように今回し

ようと思っております。各都道府県の中で、防災に関して相談を受け付ける窓口を福祉部
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局側にも用意しようと思っておりますので、そういった中で施設の立地であるとかそうい

ったことについても御相談をいただければと思っております。以上です。 

【座長】  よろしいですか。 

【委員】  経営的にはかなり難しい判断を迫られるということが増えてくるのかなと思

います。迷っている間に被災してしまうというのが、最近のケースではよくありますので、

行政のほうもいろいろ考えていただく必要があるのかなとは思います。 

【座長】  そうですね。おっしゃるとおりだろうと思います。 

 ほかにございますでしょうか。 

 大体時間もあといいところに来ているんですが、全体を通じてこれだけはどうしても聞

いておきたい、あるいは言っておきたいということがありましたら、お願いしたいと思う

んですが、いかがでしょうか。 

【事務局】  座長、３７ページの留意事項やあとがきについて、まとめてで結構でござ

いますのでご意見があればお願いします。 

【座長】  ７番の留意事項、８番のあとがき。これらについても御意見、御質問あれば

お願いしたいと思います。 

 ○○委員、お願いします。 

【委員】  前回の委員会での発言及び中小河川のハザードマップ整備にも若干関連して

いるかもしれませんが、全体を通して、土砂災害及び水害のリスク周知は既に十分可能で

あるということが前提となっているかのような印象を少々受けておりますけております。 

 ハザードマップの精度向上や、高齢者施設の避難のために必要な情報をハザードマップ

に付記するなど、技術的な取り組みを実施していくことは重要です。他方、例えば先程垂

直避難の議論がありましたが、どれほどの災害の規模ならば垂直避難で大丈夫かと判断す

るのは、現状の技術ではなかなか難しい部分もあり、今後技術的改善の努力を継続してい

くことも、長期的な視点では大切と考えております。 

ハザードマップの精度も現時点では不確実なところもあり、また今後の気候変動により

現在と異なる状況が生じ、避難のための新たな情報が必要となる可能性もあります。その

ような観点も踏まえ、現状抱えている課題及び今後の技術的な課題を整理したうえで、今

後国としても技術的に改善を図っていくことを、留意事項あるいはあとがきに記載してお

くことが良いと思います。 

 災害のリスク表示についてもう少し課題が残っているということを明記したほうが、誤
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解がないかと思いますので、御検討いただければと思います。 

【座長】  この報告書は検討会のほうで出させていただくものですから、国も今後もよ

り一層努めていくと、アップデートしていくということは当然のように思っていたんです

が、やはりしっかりとそこは国としても努力していくというような姿勢を書いてはいかが

ですかということですが、いかがでしょうか。 

【事務局】  ありがとうございます。おっしゃるとおりでございまして、我々としても、

そういうことはぜひやっていかなければならないと思っております。情報の内容の充実あ

るいは分かりやすさを高めていく。受け手に理解しやすいようにしていくというのは不断

の努力が必要だと思います。その辺りも記載させていただければと思います。ありがとう

ございます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 おおむね意見も、本当は出尽くしていないのかもしれませんが、大体重要なところはお

っしゃっていただいたかなと思いますので、本日いただいた御意見を踏まえ、私と事務局

とで取りまとめ本文の最終版の案を調製させていただきたいと思います。その上で、委員

の皆様方に内容を確認していただきたくという手順で進めてまいりたいと思いますが、そ

れでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【座長】  それでは、今日いただいた意見を踏まえて、最終案をまず固めたいと思いま

す。 

 ○○委員、お願いします。 

【委員】  すみません。最後に１点だけお願いいたします。 

【座長】  お願いします。 

【委員】  ○○の方がお見えいただいております。実は、私は平成２３年の東日本大震

災の災害対応を指揮させていただきました。そういった中において、社会福祉施設の痛ま

しい場面に遭遇しております。実は、その前の平成１７年に日本海溝・千島海溝の特別措

置法の中で、そういった避難確保計画の取組も一生懸命やりました。果たして東日本大震

災でその計画が生かせたかどうだか、今ももって疑問でございます。 

 今回の部分は、土砂法それから水防法の改正の部分の議論の論点でございました。しか

しながら、今回の検討委員会の結果、７割、８割は津波防災にも生かせる部分があると思
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います。したがいまして、幅広に全国の社会福祉施設の部分にこの部分をぜひお伝えして

いただきたい。このように思っておりますので、よろしくお願いいたします。以上です。 

【座長】  ありがとうございます。本当に津波を含めマルチハザードに対応できるとい

う内容に、私もなっていると思います。そういった意味では、特にＢＣＰというのはオー

ルハザード対応というのが非常に必要になってまいりますので、災害ごとの特殊性はある

けれども、その部分は特殊性としてやっているけれども、職員の行動というのは、とにか

く安全な避難というのがまず一番重要で、その先に福祉サービスの継続というのがあると

いうふうに私も考えております。そこの根っこは同じだろうと思いますので、オールハザ

ード、マルチハザード対応というのにも使っていただけるものにしていきたいというとこ

ろを、ちょっとうまく盛り込めるかどうかあれなんですけれども、使っていただければと

思います。ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、最後に本検討会の取りまとめを受けて、厚労省や国交省で検討している施策

のイメージや今年の出水期に向けた対応について、御紹介をお願いいたします。 

【事務局】  事務局でございます。参考資料１を御覧ください。これまで議論していた

だきました検討結果を受けて、両省で連携して今後進めていこうとして取組のイメーを御

紹介させていただきます。 

 まず１ページを御覧ください。リスクに適切に対応した避難確保計画等の作成の徹底と、

訓練によって得られる教訓の避難確保計画等への反映についてです。先ほど申し上げまし

たが、市区町村から施設に対して助言・勧告をする支援制度を新たに設けようということ

でございまして、今国会の水防法、土砂災害防止法の改正の中でこれを盛り込んでいると

ころでございます。 

 また、国の支援策としては、国交省、厚労省が連携いたしまして、市町村向けの研修の

充実、あるいは手引等の改定、厚労省さんでは窓口の設置、それから防災リーダーの育成

といったところに取り組んでいくということを今考えているところでございます。 

 ２ページを御覧ください。職員や利用者の家族等への避難確保計画等の周知についてで

す。これにつきましては、入所時に重要事項説明ということがなされますので、その中に

避難確保計画や非常災害対策計画の内容をぜひ周知をしていただきたいということ。今後、

高齢者福祉施設の事業者団体に協力をお願いしたいと考えております。 

 また、分かりやすい避難確保計画を作成するために、従来の様式に加えまして、タイム
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ライン型の様式も新しく加えるということ。今後、手引に反映していきたいと思います。 

 次に、施設内の垂直避難先や他の施設と連携した立退き避難先の確保についてです。ま

ず１つ目、右の上にありますが、施設同士で連絡会みたいなものを構築し、避難の受入れ

体制がスムーズにいくような連携の形をつくっていくということでございます。また、垂

直避難スペースの確保につきましては、厚労省さんのほうで財政的な支援をするというこ

とで、制度がつくられております。 

 また、業務継続計画についても、最終的にはこれを義務付けするということで、３年の

経過措置を置いた後、義務化をしていくということでございます。 

 次に、地域や利用者の家族と連携した避難支援についてです。先ほど体制のほうがいい

ということでございましたので、体制の確保ということでございます。先ほど申し上げま

した避難の受入れ体制を確保するための連絡会、ここと市区町村が普段から情報交換する

場を確保して、顔の見える関係を構築していくということです。 

 次に各施設における対応です。各施設は、それぞれ地域住民あるいは地域の企業、消防

団、利用者の家族と普段からつながりを持つということが大事であるため、そのような連

携体制づくり進めていくということです。 

 次に、施設の職員の方への防災知識の普及と職員の防災スキルの向上につきましては、

厚労省さんから先ほど説明がありましたように、職員のリーダー育成のための研修の支援

をする。あるいは都道府県に防災関係の相談窓口をつくるとことに対して支援をするとい

うことを考えております。国交省としましても、市区町村が開催する講習会を支援するた

めに、講習会開催のマニュアルを作っていますが、そういったものをさらに充実を図る。

それから教材ということ。先ほど、ｅラーニングとの意見もありましたけれども、そのよ

うな教材の充実を図っていくということを考えております。 

 最後になりますが、水害リスクの低い場所への高齢者施設の誘導等についてです。まず、

都市計画法が改正されておりまして、令和４年４月から施行されますが、全ての災害レッ

ドゾーンにつきましては、原則、開発を禁止。それから、市街化調整区域内の浸水ハザー

ドエリアについても条件をつけるということで、床高など条件付けがなされることになっ

ております。 

 また、都市河川流域におきましては、新たに浸水被害防止区域を創設し、これが洪水の

レッドゾーンに当たるようになります。 

 また、それ以外のところも当然ありますので、そこにつきましては厚労省さんの補助の
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厳格化ということで、これは全国に適用できますので、これでもって全てをカバーし、で

きるだけ安全なところに施設を誘導していくという取組を考えているところでございます。 

 次に、参考資料２を御覧ください。この検討会の取りまとめを先取りしまして、既に今

年の出水期に向けて点検を施設にお願いしています。まずは、施設の管理者等が自ら点検

していただくということが大事ですので、施設に対して自らの点検と改善をお願いしてお

ります。２月に発出しております。点検項目につきましては、右のように、これまで議論

がありましたところのポイントに絞りまして、示しております。 

 なお、これは高齢者施設だけではなく、障害者の施設等も含めて社会福祉施設全体で点

検していただくということになっております。この点検の過程で現場の課題に関する情報

も得られますので、今後これを活用しながら、さらなる改善に繋げてまいります。あくま

でも今回の点検で１００点になるわけではございませんので、例えば５０点だったのが６

０点ぐらいになると考えています。まだ、課題は残りますので、今回のとりまとめ結果を

踏まえて、引き続き改善を図っていくことになると考えております。 

 私からは以上でございます。 

【座長】  ありがとうございました。 

 ただいまの説明内容につきまして、何か質問あるいはコメントございますでしょうか。 

 大変前向きな、大きな前進を遂げているというふうに私は受け止めました。ありがとう

ございます。 

 それでは、特に質疑はないですか。大丈夫ですか。 

 私自身からも一言申し上げたいと思うんですが、この高齢者施設、社会福祉施設等の安

全を図るということは、単に施設の利用者や職員を守るということにとどまらず、こうい

った取組を通じて、社会全体の防災力というものを高めることに、もう今回かなり直結し

ているのではないかと思っています。災害は弱い者いじめとよく言われるんですが、まさ

に弱い者を守るということで、結局はみんなが助かる。一緒に助かっていくということに

つながりますので、ぜひこの取組を実効性あるものに高めて、また、いろいろなよい事例

も紹介をいただきながら、全て日本の社会福祉施設では、災害被災というのは、もう、し

ても本当に人命に影響するようなものはないんだよというところまで今後努力を続けてい

ただければと思います。 

 委員の皆様には、長期間、大変真摯な御議論をいただきまして、本当にありがとうござ

いました。また、事務局の皆様方にも、これだけのものを作っていただいて、本当に感謝
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申し上げます。ありがとうございます。今後も、厚労省、国交省、そして内閣府、総務省、

力を合わせてやっていただくことで、国民の安全・安心がさらに守られると思いますので、

引き続きよろしくお願いいたします。 

 それでは、進行を事務局にお返しいたします。 

【事務局】  座長、ありがとうございました。本日、御意見をいただきましたので、本

文につきまして速やかに修正等を図ってまいりまして、座長の御指導をいただきながら、

委員の皆様にも確認していただきまして、公表したいと思います。年度内に公表というこ

とで目指しております。 

 本日の議事要旨につきましては、規約に基づきまして座長の確認をいただいた後、国土

交通省ウェブサイトにおいて公開することとしております。また、議事録につきましても、

各委員の御確認をいただいた後、発言者の氏名を除いて国土交通省ウェブサイトにおいて

公表することとなっております。 

 それでは、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課の○○より閉会の挨拶を申し上げ

ます。 

【事務局】  国土交通省の○○でございます。本日は、大変熱心な御議論ありがとうご

ざいました。 

 この検討会でございますけれども、御承知のとおり、昨年７月の球磨川の千寿園の案件

を踏まえて実施させていただいております。千寿園がある球磨川流域は、もともと川辺川

ダムの議論もあったということで、非常に災害リスクに対する感覚といいますか意識の非

常に高いエリアであって、そういう意味でソフト的な対応というのは割と進んでいたエリ

アだと思います。そういったエリアにおける高齢者施設１４名の方が亡くなってしまった

というのは、非常に重い事態でございます。その対応といたしまして、我々国土交通省と

しては、どちらかというと従前の権限とか所掌をある意味はみ出した形、踏み出した形で

この検討会を厚労省さんと一緒にやらせていただいたという認識でございます。 

 そういう意味で、我々は、河川を管理している立場がメインなので、ちょっと慣れない

部分もあったかと思いますけれども、ふだんあまりお付き合いのない先生方も含めていろ

いろ御意見をいただいて、ある意味画期的なまとめができたのではないかと思っておりま

す。 

 実は、この案件、国会でも非常に関心が高くて、よく国会質問になっております。今ち

ょうどまた暖かくなって出水期を迎えようとしているということで、ちょっと先ほどもあ
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りましたけれども、各施設には緊急点検を、出水期までの点検をお願いしているというこ

とで、非常に御苦労もいただいているわけでございます。 

 それからまた、法律の中でも市町村には助言・勧告をするという制度も設けさせていた

だくということで、市町村の方々あるいは施設の方々に御苦労をおかけするのですけれど

も、先ほど○○委員からも、今の時代の作法というようなお言葉がございましたが、やは

り気候変動で災害リスクが非常に高まっている中で、災害リスクを考えるということがあ

る意味当たり前になくてはいけないということを言っていただくことは、非常にありがた

く思っております。役所側が、自助が重要と言うと責任放棄のようにすぐ取られてしまう

んですが、本当に国民の方々の命を守る、その上で非常に市町村の責任が高いのですけれ

ども、そういった市町村の責任がかかっているということを、多くの国民の方々が、リス

クが高いことで理解いただくということが非常に大事なんだろうなと思っております。 

 今回そういった意味で、いろいろな施策、方向性をまとめていただきましたので、我々

は具体的な施策に落とし込んでまいります。そのような中、引き続き先生方の御助言が必

要な場面も出てこようかと思いますので、引き続きの御協力をお願いしつつ、最後の挨拶

とさせていただきます。今回は本当にありがとうございました。 

【事務局】  それでは、これをもちまして第３回検討会を終了いたします。ありがとう

ございました。 

 

―― 了 ―― 


